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（2013 年 11 月 13 日講演） 

 

15．産業競争力会議（医療介護分科会）の論点について  

内閣官房日本経済再生総合事務局次長 赤石浩一氏 

 

日本再興戦略、３ページ目に金融、財政出動、構造改革の３本の矢の説明がある。構造

改革といっても左のエネルギー問題などの抜本的な構造改革から右は国際展開を全部やっ

ていくという話、真ん中に市場をちゃんとつくっていく必要があるという中で、エネルギ

ーと並び健康寿命の延伸とあるが、この健康寿命の延伸が大変な産業だとずっと言われ続

けている話である。 
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それを踏まえ、今回盛り込んだのは、６ページ目に国民の健康寿命が延伸するために、

まずやらなければならないことは何かということで、政策目標としては健康予防、介護関

連産業の市場規模を拡大する、中でも医薬品、医療機器、再生医療の市場規模を拡大しよ

うという中で議論していくと、いろいろな異論もあるが、アメリカのNIH、日本版 NIHを

ぜひつくるべきだとおっしゃる方が非常に多い。役所の中にこういう統合機能をつくるの

は大変なのだが、今回は、1,000 億円以上の金を投入して NIH をつくっていくことを考え

ている。 

 アメリカは３兆円で、日本は 1,000億円は少ないという議論があるが、アメリカNIHは

国民保険の代替的な意味合いもあり３兆円なのだが、日本はもう少しハイレベルなもので

1,000億円以上の金を投入して NIHをつくっていこうと思っている。 

 １つの象徴として薬の話はやはりいろいろ議論があり、医療機器、医薬品もあるが薬の

流通をどう変えるのかという中で、典型例として一般用医薬品のインターネット販売をも

う少ししっかりやると、セルフメディケーションが進むのではないかということで、６ペ

ージ目の左上にあるが医薬品のインターネット販売ができないかという議論をやってきて、

今日法律が国会に提出されたところである。 

 ３つ目の柱として健康寿命延伸産業を育成ということで、アメリカに行くと、いろいろ

なアウトレットで、採血して、薬の紹介まで簡単にやってくれるのだが、日本では全然で

きないので、そういったものについてできるように、できないがわからないところはグレ

ーゾーンを解消していこうではないかということである。 
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 右にいくと先進医療の審査迅速化とあるが、昔から言われているように先進医療のとこ

ろがまだまだ進んでいない中で、ここをやらなければ改革にはならないという議論がある。

混合診療的な議論もあったが、もう一度先進医療ということでトライアルしようというこ

とで、先進医療ハイウェイ構想というものをつくり、なるべく迅速に保険外併用ができる

ようにしようではないかという議論がある。 

 右の真ん中に、予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづくりということで、これ

は全然新たではないところがある。特にレセプトのデータは 20世紀のころからずっと言わ

れ続けており、私の理解するところでは、特に川渕先生のおかげでレセプトが次第にデジ

タル化していったのは事実だが、この解析がまだ全然なされていない、レセプトとカルテ

情報が結びついていないなどがある。中でもこのとき議論があったのは、健康予防産業を

しっかり育てるためには、保険者側に何らかの形で健康予防に関するインセンティブがわ

かないといけない。 

 最初にこれを議論したときは後期高齢者支援金を少し加減算して、インセンティブ設計

をしようではないかという議論があったのだが、これは大変な議論を踏まえた結果、今の

制度ができたので、そうであるならばレセプトをきっちりと分析すると、健康予防したと

ころが実は医療費が少なくなるということが見えてくるのではないか。したがってデータ

ヘルス計画を保健所ごとにつくり、保険者側に健康予防のインセンティブをつくらせると

いうことが書いてある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に医療の国際展開ということで、これはアウトバウンド、インバウンドをしっかり

やろうということで、今できるところから安倍総理が具体的にリーダーシップを発揮され

てやられているが、こういったものを夏に戦略市場創造プランとして打ち出した。 
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それを踏まえて９ページに夏以降の動きということで、今後の産業競争力会議の運営とあ

る。これは今回夏に成長戦略を出したところ、全然足らないと言われているところの１つ

に医療分野があり、とりあえず NIHや医薬品について薬は打出しがあったが、こんなこと

で日本の医療制度の改革ができるのかという強い問題意識を内外の、特に外のプレス、あ

るいはマーケットの方々から言われ、この秋以降から、働き方や農業と並び医療分科会を

立ち上げたところである。 

 10 ページにあるとおりサービス提供体制をどうするか、ICT 化をどうするか、保険外給

付をどうするかといったものがあり、元岩手県知事の増田寛也さんに主査になって頂き、

川渕先生に有識者として全面的に参画頂き、先月 29日に、これから取組むべき重点課題と

して 11ページ以降の具体的な検討項目をお示ししたところである。 
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その中で具体的にどういうことを検討

していくかというのが 21 ページ以降であ

る。22 ページを見て頂くと、医療介護分

野を成長産業に変えていくためにはどう

したらいいか、われわれは厚生労働省とも

いろいろ議論している。まず、公的保険の

中で行われているサービス提供そのもの

を質の高いものにしていく必要があるの

ではないかということがどうしても出て

くる。 

  

公的保険の中で行われている医療分野に限らず、公的保険の外での健康や予防、食事、

運動などいろいろなサービス産業があるが、ここを活性化していかないと全体としての健

康医療産業は成り立たない。 

 そういうことを考えると、保険給付対象範囲を整理していかないと持続性がないし、公

的保険外とのリンケージもうまくつかずに、いつまでも公的保険に頼っていると公的保険

外が育たないので、むしろ公的保険外を育てることで保険給付対象も減らしていくことが

できないか。両者を結び付けるものとしては、やはり ICT 化が極めて重要ではないかとい

う当たり前のことだが、このような大きな項目に沿って、その中で何を取組んでいけばい

いかをこれからやっていくところである。 
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サービス提供体制についていろいろと議論していくと、やはり一番重要なのは今の医療

サービス提供体制そのものを大きく変えていくことが必要ではないかということで、23 ペ

ージは、８つぐらいの論点を挙げてこれをしっかりやっていこうということだ。中でも重

要なのが非営利型ホールディングカンパニーで、今ばらばらになっている医療法人や社会

医療法人、その他の社会福祉法人、民間産業、診療所、特養などを、地域包括経営をやっ

ていくためにもしっかりとネットワーク化していく必要があるということで、この点につ

いてはさまざまな方面から指摘されている。 
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ホールディングカンパニーについて特に重点的にご説明したいと思うが、24 ページに、

これをやらなければいけないという問題意識だけは皆さん持っておられ、今年の８月６日

に今年の社会保障の国民会議の報告書が出たのだが、この中でも（3）に「地域における医

療介護サービスのネットワーク化を図る必要がある。特にその際には医療法人制度、社会

福祉法人制度全体について非営利性や公共性の堅持を前提としつつ、例えばホールディン

グカンパニーのような枠組みはないか」ということが出されており、もともとその前には、

権丈委員がこれに関して、新型医療法人、例えば非営利型のホールディングカンパニーは

できないかというご提言をされているし、
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25 ページには増田委員も医療法人全体の統合を促進制度をする仕掛けが必要であると

いうことでホールディングカンパニーの話を出している。 

 さらに厚生労働省の武田さんも、ホールディングカンパニー型の法人をつくってはどう

かという議論を出している。 



21 

 

  

26 ページは、こういうものに対してどれぐらいのニーズがあるかということを聞いてみ

ると、やはり相当程度あるというのが挙がってきている。具体的にはガバナンスの話だが、

話を聞いて驚いたことには、医療法人は６種類あり、それぞれ持ち分があるものやないも

の、移行期のものもあって、相続はどうするなどいろいろな問題があり、結局いろいろな

医療のグループをつくっていても、持ち分でやっていたり所有でやっていたり同族でやっ

ていたりと極めて不透明な形でグルーピングをしている。これはまさに医療法人を経営さ

れている方のほうからも、グループとして一貫性のある戦略、ガバナンスが全然とれない

という問題意識が強く出てきている。 

 ２つ目に資金調達の問題があるが、グループ内法人間でもちろん別々の法人であり非営

利性が前提なので、グループ全体のバランスシートがふくらんでしまい資金調達をもう少

し円滑に流動的にできないかという問題もある。 

 業務運営では、お医者さんや看護師を別の病院に連れて行くときに雇用関係の変更がで

きない。 
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ルールについては、ほかの法人から医療機関を承継する際に効率的な病院が承継できな

いといった問題があると聞いており、そういう意味でもやはりホールディングカンパニー

型の医療法人を導入するということが極めて重要ではないかということを取り上げて今議

論しているところである。 
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 これをどうやって進めていくかということが非常に問題で、28 ページに細かい図がある

が、いろいろな規制がかかっているのである。ご存知の方も多いと思うが、社員要件につ
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いては、例えば法人は社員となれないからグループは組めない。 

 社員総会の意思決定のあり方だと、一社員一議決権になってしまうので、実効性のある

ガバナンスができない。 

 出資規制についても、もちろん非営利なので徹底的な出資規制がかかっており、非営利

ホールディングカンパニーへの参画のための趣旨というのはもちろん認められず、下のほ

うにいくと、お金がある程度たまったときに、それをグループ内で融通しようと言っても

剰余金の配分ができないという問題がある。 

つまりいろいろな規制がかかっている上に、これが非常に難しいのは、そもそもどうい

う非営利ホールディングカンパニーをわれわれは想定するのかというのが非常に難しい点

で、これは厚生労働省も問題意識は持っているのだが、どういうものにしていくかという

イメージが具体的にない。

           

23 ページに戻るが、われわれが頭の中でこういうのがいいのではないかと思っているの

は左側の例にあるように新型の医療法人というのは必ずしも社会医療法人に限定するもの

ではなく、社会福祉法人みたいなものも含めることができるだろうし、そこからいろいろ

な形で下にぶら下がった病院、診療所、特養、老人ホームといったものも全部ひっくるめ

るような形での新型医療法人がつくれないか。何かを排除するのではなく、医療だけに限

るのではない介護も含めてやる。 

 理想形としてはこういう形なのではないかと思うのだが、これを結びつけるときに、持

ち分を認めるべきかどうかというのは非常に難しい論点があり、厚生労働省は基本的に持
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ち分なしの医療法人をつくっていくことにしようと言ったのだが、お話を伺っていると９

割はやはり持ち分を持ったままで、持ち分なしで統合するというそもそも概念がわかない

のである。 

小幡委員：憲法違反であり、財産権の侵害だ。 

赤石次長：財産権の侵害。傍からみていると当然そうなるだろうと思うので、何か危惧し

なければいけないということになるのだ。剰余金の配分ができないとなると誰もお金を出

さなくなるし、連結するといっても、株式会社の場合なら持ち分で連結できるが、それが

できないとなると一体どうやってつなげていくのかというのがほとんど見えない中で、さ

てこれをどうしていったらいいのかというのが大議論になる。 

 われわれはできればこれを 12月までには方向というイメージで持てれば、それは来年し

っかりと議論して実現できるのではないかと思っている。 

  

 

もう 1つ大きな論点は 29ページだが、同じくサービス提供体制をやる上で、いろいろ世

界の状況を見てみると、ヘルスケア型リートというのは極めて有効ではないかということ

を皆さんおっしゃる。 

 アメリカではヘルスケア型のリートがあり、病院なども含めて約７兆円の時価総額が存

在しているが日本でこのようなヘルスケアリートというのは存在していない。 

川渕主査：セコムには存在しているのか。 

小幡委員：違う。あれは借りているだけである。野村不動産が持っていたものを、その建
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物がリートされただけである。 

川渕主査：国土交通省の資料にセコムと書いてある。 

小幡委員：建物がリートになったのだが、中のオペレーションまでは含んでいない賃借人

だ。 

川渕主査：やはり日本にないということでいいのか？ 

小幡委員：ないかどうかはわからない。 

川渕主査：介護はあるのだが医療がない。 

赤石次長：規制はないはずだが、私どもが調べた限りでは存在しない。 

髙橋委員：北斗病院などいくつかある。一つ一つ SPCをつくって信託して。 

川渕主査：ヘルスケアリートというのは日本に存在するかどうかグレーゾーンなのだ。 

高橋委員：例えば賃貸借の形にしている。 

田原参事官：単なる流動化ということであれば、Jリートのような仕組みではなくてやって

いるのはあるのだが、所謂 Jリートという形ではない。 

赤石次長：30ページを見てもらうと、これは有料老人ホームや高齢者向け住宅の例だが、

リートをつくると、オペレーターはオペレーターなりにいろいろな問題意識があり、投資

法人からいきなり契約解除されたらどうするか、同業他社に内部情報を開示されるのでは

ないかという懸念がある。利用者側からすると、いきなり賃料を値上げされたらどうしよ

うということがある。投資家の側からしても、医療法人についてもそうだが、情報開示が

十分ではないので果たしてこれはちゃんと儲かるのか、いきなりデフォルトを起こすので
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はないか、リスクに応じた収益を得ることができないのではないかなど、いろいろな問題

意識をもっている。われわれの理解では建前上はできるのだが、実際に聞いた限り、皆無

に近い形で入っていない。 

これが入ってくると、いろいろな形での運営形態が可能になり、病院の資金調達が楽に

なり、透明性も高くなるので、産業発展にも病院経営にも役に立つのではないか。これに

関しては懸念がこんなにあるのなら一定のガイドラインをつくれば透明性も高めるしお金

も集まるし、賃料や契約解除についても、こういうリートなら安心して組成できるという

ガイドラインをつくってはどうかという議論をこれからしようと思っている。 

  

31 ページ目は国土交通省の資料だが、こういうものはやらなければいけないという問題

意識は国土交通省も持っており、資金調達力の問題などもいろいろあるが、事業評価力の

ある投資家はヘルスケアリートを含めた証券化手法を活用していくこともあるのではない

かということまでは言ってくれているのだが、ではどうしたらいいかというところまでは

まだいけていないので、そこをしっかり詰めていく必要があるというのがわれわれの今の

立ち位置である。 
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32ページ目以降、こういった問題意識については、川渕先生を左側に並べ、右側に厚生

労働省の局長や政治家を並べて喧々諤々の議論をしており、昨日も川渕さんが相手を詰め

て議論をやっている中の一貫として、われわれが出した問題意識に対して厚生労働省はど

ういう見解かお答え頂いたものが載っている。 



29 

 

  

説明は省略するが、非営利型ホールディングカンパニーについてもやらなければいけな

いのかわかっているがどうしたらいいかというのが 32ページで、33ページはそれに関連し

て合併規制や付帯業務の拡充、自治体病院をどうするか、社会医療法人の認可要件が厳し

すぎて困っているという話なのでこれをどうするか、社会福祉法人の会計があまりにも不

透明なので少し透明化しなければいけないなどいろいろな論点を投げかけているのに対し、

問題点はわかっているのだが、どうしたらいいかわからないという答えが右に並んでいる

状況である。 
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34ページも同じで、病床機能分化の推進はきっちりやらなければいけないということは

言っているのだが、検討はしますというところで止まっている。 

  

 

35 ページの介護サービスの品質改善の問題意識も投げかけられているのだが、データベ

ースの整備はやっているのだがというところで、何年同じ話を聞いているかわからない状

況である。 
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36ページは待機老人の解消をしっかりやるためにはどうしたらいいか。これもほとんど

答えが出ていない。 
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総務省からも自治体病院をどうするか、国土交通省はヘルスケアリートや病床機能分化

をどうするかといったやり取りを今やっているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



33 

 

 

 

40 ページ以降は先ほどの大きな項目の中で、公的保険外サービス産業の活性化をどうし

たらいいかということである。大きな問題として持っているものは３つほどあり、一番大

きいのはセルフメディケーションではないかと思う。これはいろいろなご意見があると思

うが、先ほどアメリカのアウトレットの話をしたが、メンバーに入っている新浪ローソン

ＣＥＯなどは「まちの健康ステーション」という言い方をしており、コンビニと同じとは

言わないが、もう少しみんなが気楽にそういったところに行き、自分で検査ができて、そ

こで薬が選べて飲めれば、何もお医者さんに行かなくても簡単にセルフメディケーション

ができるのではないかとおっしゃっている。 

 ただ、これはいろいろな問題があり、看護師が採血をしてはいけないという問題や、薬

剤師は薬の説明をしてはいいが、この薬がいいと勧めることはできない等。また、昨日、
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厚生労働省の方が、コンビニでやってもらってもいいのだが、食品の隣で採血されると感

染性のものなので困る、そういうルールはつくらなければいけないと述べていた。さらに、

医者から薬剤師に少し権限をやらなければいけない、看護師ももう少し何かできるように

する、医者の管理下という条件を緩めるなどいろいろあると思うが、結論からいくと、今

どこまでやっていいかがよくわからないがゆえに、これが実際できていないという事実が

ある。 

 したがってこういうことをやるときにはグレーゾーンを明確化してあげることが極めて

重要だと思っており、そういったこともやっていきたい。 

 もう 1つ、スイッチ OTC化を進めるのが極めて重要ではないか。 

   

 また介護については、混合診療だけでなく混合介護をどう進めていくか。今は一応でき

るとなっているが、これをもう少し明確化しないと事実上できないし、医療・介護のイン

バウンド、アウトバウンドをどう促進するかというのが１つ論点だと思う。 

 それに関連して全体として公的保険外の産業を促進するために、次世代ヘルスケア産業

協議会というのを立ち上げることとし、こういったところでどのようなビジネスができる

のか、ガイドラインもつくりニーズもくみ上げてやっていくということを考えているとこ

ろである。 
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 その中の１つが 42ページのグレーゾーンの解消である。どこまでできるかわからずに結

局できないということが多い中、産業競争力強化法の中でグレーゾーンの解消制度を入れ

ようということが今国会で審議されている。 

 具体的には事業者の薬の売り方、自己診断のやり方はあり得るのかということを厚生労

働大臣に聞くと、ローソンの場合は流通産業なので経済産業大臣が厚生労働大臣に、これ

は医療法上どうなっているのか、薬事法上どうなっているのかと問い合わせをして 2 人で

協働してガイドラインをつくり、ここまではやっていいがこれはやってはいけないという

ことが明確化された範囲内でどんどんビジネスをやっていくことができないかというので、

今ちょうど審議されているところである。 
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43 ページの品質確保・保証の問題も極めて重要であり、健康や予防のところは皆さん自

分でも評価できないし透明性も必ずしも高くないので、これはちゃんとして大丈夫なもの

だ、あるいはリスクはこれぐらいだというように、品質の程度を第三者が認証する制度を

入れる必要があるのではないか。 

 右のほうに海外の事例があるが、アメリカでは非営利団体のURACマークがあり、品質

保証がされている。同じようなことは Standards of Excellenceマークという別の団体もや

っており、この健康や予防のやり方はおかしなものではないというマークをつけることが

できるようになっているので、こういうものを同じようにやっていけばいいのではないか

ということが１つ。 
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同じくこの協議会の取組みで、44 ページに健康投資促進のための取組みをもう少ししっ

かりやっていこうではないかということで、例えば健康状態を業種間比較するためのベン

チマークなどを設定すると、あなたのところはあなたの業界の中でも少し遅れているが、

なぜこんなに遅れているのか考えてみてくださいとなったりする。同じように地域別のベ

ンチマークというのもあるのではないかと思うのだが、要はそれぞれの保険者の努力の仕

方により、かかる費用も違うし健康状態も違ってくるので、そういう中で健康投資トップ

ランナー制度をつくっていき、一番いいものにみんなで合わせていく。その関連で保険者

も個人も健康投資をしていくということがあるのではないか。 

 もう１つ、公的保険外のサービスの中で重要なスイッチ OTC、一般用医薬品の話だが、

これは釈迦に説法だが、今処方箋薬から落ちてきてスイッチ OTCに一旦入るものは入って

１類、２類、３類と分かれており、今回ネット販売でこれが大議論になり、99.8%がネット

販売ということになったが、0.2%はだめだということで、これからも大変な議論が行われ

るところだと思う。
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しかし、一般医薬品に向けた承認の流れについてはいろいろ問題があるのではないかと

いうのが 46ページからである。 
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基本的には薬事・食品衛生審議会の薬事分科会が決めることになっている。47ページに転

用スキームがあるが、上からいくとご存知のとおり成分概要をとりまとめて意見照会をし

て討議し、下にあるように製造販売後にも調査を行い、これはスイッチ OTC だが、3,000

例を集めてきちんと審査をした上で初めてきちんと１類、２類、３類に入っていく。 

 それについては 48 ページにあるが、製造販売後調査をしたあとの評価をきっちり行い、

リスクに応じて１類、２類、３類となっていくという状況になっていると理解している。 

 これについては、いろいろな問題点があると思っているのは、どのようにこれが審査さ

れているのかという透明性の問題で、リスク評価期間が今４年になっているが、これは少

し長すぎるのではないか。それから 3,000 例を審査するということだが、一概に 3,000 例

と決めるのがいいのかどうか。リスク評価期間については薬のリスクに応じてもっと短く

してもいいという議論もあるし、3,000例があっという間に扱うものはもう少し早くしても

いいという議論もあり、もう少し柔軟に対応してやったらいい。 
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49 ページの資料は非常に面白いものだが、これは川渕さんの勉強会で頂いたもので、ス

イッチOTC医薬品協会が公表したスイッチOTC候補の薬効群市場規模というものがあり、

今 129品目が候補になっており、それは市場規模でいくと１兆 5,000億円ぐらいなのだが、

これがほとんど今スイッチ OTCにいかない形になっている。成長戦略の議論が始まってか

ら全部止まってしまった形になっており、これをどんどんスイッチ OTCにしていくことが

セルフメディケーションにつながるのではないか。 

 これは昨日川渕さんがおっしゃっていたのだが、スイッチ OTCにいくまで危険だ、危険

だと言われているものの中で、世界で事実上使われてしまっているものも相当あり、そも

そもこんなところで審議しないですぐに持っていってもいいのではないかというのがたく

さんあると言われている。 
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50 ページを見て頂くと、これが医薬品部会でスイッチ OTC を審議する先生方の名簿な

のだが、大変偉い方がずらりと並んでおられて、皆さんご存知の方ばかりだと思うが、こ

こに、薬の観点からの問題意識を持っておられる方に偏っており、セルフメディケーショ

ンをやっていってもっと個人が便利にやっていこうとか医薬品産業を考えよう、あるいは

公的保険のところで財政負担のことを考えていただけるような方があまり入っていないと

いう意見が出ている。アメリカなどの場合はもう少し処方箋から持ってくるときには幅広

く意見を吸い上げている。スイッチ OTCというのは、単に薬だけの問題ではなく、個人の

セルフメディケーションや財政、産業の問題などいっぱいあるので、もっと幅広く吸い上

げる機関が必要なのではないかということが強くうちの勉強会でも議論がされているとこ

ろ。 
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もう１つ、公的保険外の世界で非常に大きいのは医療の国際展開のアウトバウンド化と

インバウンド化で、外に出ていくものと中に入ってくるものがあるわけだが、外に出てい

くものは総理にも非常に熱心にやって頂いており、新聞にもよく載っているが、カンボジ

アには北原病院に出て頂く、ロシアには HOKUTO 病院が画像診断センターをつくる、イ

ンドネシアではさくらクリニックがやるなどいろいろあるが、これをさらにトルコに売り

込みに行こうということで一生懸命やっているところである。 
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さらに 52ページを見て頂くと、これをどんどん進めようということで事業可能性のある

ところを調査しているのだが、結構ニーズがある。相手国の規制は今のところアジアでは

そんなに厳しくないので、日本のいい薬や医療機器を普及させ、場合によっては日本の保

険制度まで入れていくということをしっかりやっていこうという意識を厚生労働省もお持

ちになっているようであり、ここはそれなりにうまくいく可能性があるのでもっとしっか

り後押ししてやる必要がある。 
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問題は日本に来るほうで、53 ページに１つ資料を出しておいたが、観光庁が医療観光プ

ロモーション推進連絡会ということで、日本に医療で来て頂き治ってもらって帰ってもら

うということをやったらいいではないかということで一生懸命やって頂いているのだが、

これがとても問題が多い。とある病院の方に聞いたところ、中国人の人が来たのだが看護

師さんを自分のメイドだと思うらしく、たばこを買いに行かせたり体を洗えと言ったりす

るので、病院の看護師さんが絶対嫌だと言い、病院もそれは問題だということになる。 

 それから中国人の方は大きな声で話をされて、多分彼らは普通の会話なのだろうが、ほ

かに来られている方が怖がって病院に来なくなるなどの問題がある。 

 言葉が全然通じないなどの問題もあり、外国から日本に来て頂くというのは相当難しい。

さらにもともと日本のお医者さんは日本の患者を診るだけでも大変なのに、なぜ外国人ま

で診なければいけないのかという本質的な問題もある。ここは相当難しい問題があるのだ

が、今度オリンピックが行われるとそんなことは言っていられなくて、いろいろな人が日

本に来て熱中症などで倒れた場合、その人たちをカバーできず日本でお亡くなりになると

いう評価になるとたまらないので、ここは７年間で相当基盤整備をして、日本の医療業界、

患者さんのためにも、海外のためにもいい仕掛けがつくれないかというのをこれからやっ

ていこうと思っている。 
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 それに関連して 54ページ以降だが、これは昨日やったのだが、厚生労働省の方に来ても

らい、やったやり取りである。 
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インバウンド、アウトバウンドについても、アウトバウンドについては非常に前向きな

審議会が１人来られてがんがんやると言われたのでよかったのだが、インバウンドのほう

は相当つらいものがあると思う。 
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 57ページのセルフメディケーションはいろいろと問題があり、これは経産省はやる気が

あるのだが厚労省は少し慎重にという思いがあるようだ。 
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もう 1つ大きな議論が 61ページからにな

るが、保険の中と外はいいのだが、そもそも

中と外の線引きを少し変えなければいけな

いのではないかという議論をやろうという

ことで、その中でも極めて重要なのが 62ペ

ージの表にあるが、保険外併用療養制度の中

でも選定療養と先進医療をどのように扱っ

ていくかという議論である。左上の図を見て

頂くと、今の公的保険対象領域は赤になって

いる。これに対して選定療養の上乗せ量のところは、上のほうに保険外併用療養と書いて

あるように一応あるにはあるのだがほとんど認められていない。遠隔医療の設備費や保険

診療を超過する医療サービスについては限定的に認められるものがあるだけで、ほとんど

認められていない。 

 

 さらに右のほうで安全性が確認されていないものについて、保険外併用療養を認めるか

どうかという議論があるわけだが、これも十何年前からそういうことを先進医療として認

めようじゃないかという議論があり、これを認めることで世の中バラ色になるという絵を

描いたのが数年前だった。しかし、全然バラ色にならず、今回の成長戦略のプロセスでも

全然ここが進んでいないではないかと言われており、最後に甘利大臣が厚労大臣の田村さ

んを呼び出して、お前これ全然やってないじゃないかと言ったが、いや、われわれはやっ
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ていると。全然やっていない、何がどう進んだのかと聞いたのだが、確かに進みが鈍い。

そこで先進医療ハイウェイ構想をつくり、迅速に評価を行い先進医療に組み入れるように

する。そして、まず抗がん剤からスタートしてどんどんやっていこうではないかというこ

とになっている。 

 ただ、これだけでは全然足らないのは、②の中央にあるが、俺は死んでしまうという人

はいっぱいいて、他に手立てがないという人が、審査に時間がかかるゆえに抗がん剤を保

険外併用療養で使用できないということだと大変なので、コンパッショネートユースを考

えていったらいいのではないかという議論がある。 

 左下に保険収載のあり方とあるが、保険収載は厚生労働省の人と議論していると、大変

立派だと思うのだが、赤石さん、その薬が 100 万だろうと 1,000 万だろうと人の命を救う

限りは保険収載するのですとおっしゃる。だが、これは絶対どう考えても財政的にもたな

い。保険収載に関しては多少費用対効果も考えたほうがいいのではないかという議論をす

るべきだと。 

  

63 ページは具体論になるが、未承認薬・適応外薬解消に向けての対応について。真ん中

のところに必要性の高い未承認薬の検討会議というのがあり、これはいろいろな要望や開

発要請 165 件などきていることに対し、その要望等があってから６カ月から２年後ぐらい

にこの会議にかけ、そこから３カ月から２年たって製薬企業に治験開始や公知申請になる

のだが、これは件数も少ないし時間もかかりすぎるということでいろいろなところから不

満が出てくる。新聞を読んでいると必ず「私は死ぬ」みたいなものがいっぱい出てくる。 
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また、別の例として、睡眠時無呼吸症候群の診断のために、今は病院に１泊して８時間

継続して脳波を測定しないといけないのだが、他方もう在宅検査でポータブル可能な検査

機器があるので、なぜそれを認めないのかという議論があるので、こういうものはどんど

んやっていこうではないかということである。
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65ページ、66ページは先ほどの話と重複するが、今の選定療養は歯や予約診療、時間外

診療など限られたものしか認められていない状況であり、評価療養についても７種類ある

が、これが金額的にいくと極めて少ししか認められていないという中で、  

厚生労働省が持ってきたハイウェイ構想をどうつくるかという資料である。 

 限定的にやられているハイウェイということで、まずはニーズの高い抗がん剤はここで

どんどん認めていく仕掛けにしようではないかということである。具体的には先進医療会

議は、長い時間をかけて審査していたのをもう少し専門評価体制をつくろうということな

ので、ＪＣＯＧ（日本臨床腫瘍研究グループ）を使ってやろうということ。続いて再生医

療や医療機器などもどんどんやっていこうというところを高らかにうたい上げたのだが、

これについて、夏にオリックスの宮内さんのところに行って、こういうことをやるのです

よと言ったら、宮内さんに、お前まただまされたのかと言われた。以前、規制改革でも同

じことをやって、あのときはこんなすばらしいものができると言って何品目もやることに

なったのだが、２，３年たってみたら、やることとなっているうちの３分の１か４分の１

もできていなかった。お前はもう、だまされているからと、だまされる宣言をされてしま

った。 
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抗がん剤は確かにこれをやること

になったのだが、よくよく詰めてみる

と再生医療と医療機器はやることに

はなっているのだが、やる算段もまだ

立っていない。これは専門的な機関を

入れなければならないので、ここは相

当詰めていかないとなかなか難しい

のではないかと考えている。 
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 69ページは、先ほど申し上げたコンパショネート・ユースだが、これはヨーロッパには

コンパショネート・ユースがあり、販売承認申請中の医薬品であっても患者が死にそうだ

という場合には対象となって、ある程度の要件のもとに薬を投薬してもいいという制度が

あり、
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70 ページはアメリカ

も治験薬について、基本

的には治験中のものし

か認めないのだが、例え

ば緊急時を含む個別の

患者の場合には認めて

やってもいいのではな

いかという議論がある。

こういう制度を日本に

入れられないかという

のがその議論である。 

71 ページは選定療養は

ほとんど利用されてい

ないということで、 
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72ページは、厚生労働

省のほうも保険収載する

ときに費用対効果を少し

は考えなければいけない

と言っているのだが、今

実際にあるものは全部収

載しなければいけないと

いう考え方のもとなので

なかなか保険外併用が進

まないという理解になっ

ている。 
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74ページからは、医療・介護の ICT化をどう進めていくかという話だが、ここはごく簡

単に説明するが、私は何十年もレセプトデータの話をしてきているが、本当に申請が遅く

て、病院間連携も 17年前から言っているが全然出てこないし、カルテデータとの突合でき

ない。 
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76ページにこういういいことをやるぞというのが書いてあるが 10年前も同じような資

料があったような気がするが、ほとんど進んでいない。 
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 77ページを見て頂くと、地域医療ネットワークの進んでいるといわれるものも量だけは

増えてきて、今 160件も全国でやっているが、これの連携が今のところほとんどできてい

ない状況にあるわけである。 

 



63 

 

  

79 ページ以降は、これを連携させるためには、前から言われている話だが、標準化の推

進をしていかなければいけないし、そのためのインセンティブをどうつけていくかを考え

なければいけない。ICT10 の病名の話も開原先生がご存命の若いころからずっとやってお

られるが、まだまだ標準化が進んでいないという話もあり、昨日川渕先生も指摘された。



64 

 

  

80 ページでレセプトについては請求書なので金額にプラスアルファがついていればいい

のだというのが厚生労働省の説明だったが、せっかくこういうレセプトが何十億枚も出回

っているのなら、もう少しそこに情報を入れて分析できる仕掛けにしていったらいいので

はないかという議論を昨日もやってきたところである。 
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81ページは ICD10をどうするかということの議論である。

 

82ページは情報化ということであれば、別に医療のレセプトやカルテだけではなくて処
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方箋の情報化ということもしっかり考えていけばいいのではないかということで、薬の

ネット販売をするときに厚生労働省の方から言われたのだが、薬をネットで売るという

ことをやるのではなくて、処方箋も含めて全体として薬のデータベースをどうつくって、

どう解析して、その副作用はどうでどのぐらい効用があるのかということが分析できる

ような仕掛けをつくれば国民の健康に極めて貢献するので、そういう議論の立て方をし

なければいけないということを厚労省の方からアドバイスを受けたが、そういったこと

をこれからやっていこうということである。 
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以上、駆け足だったが、川渕先生のご指導を賜りながら、できるかできないかわからな

いがこのような膨大なことにわれわれは取組んでいるということである。 

 

（了） 

日本経済調査協議会会議室にて  （医療産業モデル研究委員会事務局） 


